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i 少年事件における一事不再理効をめぐる
問題の複雑性
39条{ふ将人も， I既に とされた仔為については，刑事上の
を了間(まれない。又，陪ーの犯罪について，重ねて賄事上の責任を跨{まれ
ないj と規定している c これは， JfU事判決(千eJ;Jflまたはj!l(V!l)が確定し
については持度の刑事訴追(汚起訴)~許さない趣旨 37明らかにしたもので
あり， r一事不再現の原民j または「二重危検禁止の係長IJ と呼ばれてい
る。したがって，判決が確定したのと同ーの犯罪について再起訴された被告
人については，免訴の判決が言し、渡されることになる(刑訴33i条 1-f:})。刑
事訴訟における一事不評理については，その本質主?向に求めるかといった重
安:な論点はあるものの1)，同一犯罪に対する再度の刑事訴追を?禁じるという
構造ー 自体は， それほど複雑なものではないc
最高裁は，一事不再現の意義について，それは「刑事判決の既特力の一作
用に外ならないJ，r刑事においては，公訴は掛り{余事のみがこれを提起する
ものであるから，確定判決を己主笠た事件については，有効に再起訴ができない
ものとい又裁判所も，これについては免訴裁判を矯すべきものとさえして
泣けば確定判決の既判力は維持せられるのであり，それに人礎擁護の意味も
加わり，判決の既判力も民事の場合とその姿合かえて，一事不再建の原尉と
いう形を?とったj ものであるとし(最大将昭和 24年 5n 18日別条 3巻 6号 796
1入「元来一事不再思の原知は，何人も閉じ犯行について，ニ度以上界の有
無に関する裁判を受ける危険に曝さるべきものではないという，根オネ本=又;忠思、想想、{にこ
基〈 こと{はま言言‘うをまTたこ白j としている (l綬l浸毛Uブ大三寸;:'1芋判，司引サi昭Il!討和 2お5f年ドヲ!河=J27日刑集4巻 9汚
1誌80ω5頁)入O これらの判{例伊開i肋カか3ら， 突務において{は立， 一事不:再理の原良せは， r裁判
含むしかえされない権利j として理解されている。また，一般に，一事不再
JA効が及ぶ範屈は公訴事実の河一位が認められる範閉であるとされ，界数論
の一言ド(本米約-mI，包括-ml，終fUJ:-;J!lなど)との対応関係によって具体的に
判的;されている討。
2 他方，無罪判決や刑事との責任追及が想定されていない少年保護事件
については，文理上，憲法 39条および瑞訴法337条の適用が認められない
ことは明白であるただ，少年法!日 46条本文は， r罰2を抱した少年に対し
て第24条第 1項の保護処分がなされたときは，審判を経た事件について，
刑事訴追をし，又は家庭裁判所の審判に付することはできないj とし， 2000 
年改正後の現行 46条 l項も同じ文蓄を維持しているへこれらによれば，
少年保護事件においては，犯罪少年(3条l渓 1~予)に対する保護処分との関
係に限って，家庭裁判所の決定に一事不再潔(と悶様)の効力(再索引j)滋断効な
いしは刑事訴追遮断効)が認められるということになる。
したがって，すでに審判を経て保護怨分がなされた事件について，J何事事
件として公訴が提起された場合には，刑訴法 337 条 1 号~準用して免訴の判
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決をしなければならず(札線高利昭和 3i年 8月21臼お}fljUi 15巻6号4i3頁)，家
庭裁判所に再送致された場合には，審判条件の欠如を理由として審特不開始
決定 (19条l演前段)または不処分決定 (23条2攻前段)をしなければならない
(協同家決昭和45:fF -1fJ 3日家庭裁判月議;(22巻 10号1201'[，大阪三表決1読者1-16if 2月15
日家庭会主主flj 月報 23 之さ 10~' 10守交)。 まずこ， すでに刑事処分がなされた事件が家
庭裁判所に再送致された場合についても， 46条の趣旨から，再度の審判が
されないのは当黙である。こうした結論については，特段の異論は見られ
ないc しかし， r犯罪少年J!こ「保護処分がなされた場合jに張って再審
判・刑事訴追を遮断するという態度は，少年j去の構造との関部で，あまりに
限定的なものであり，実質的な観点から不適切ないしは不充分ではないかと
の疑問を生じさせるものである。
3 少年法は，安審判に付すべき少年として，触法少年 (3条l!i'12~.)と
虞犯少年(悶 H:}) を指弾少年と同列に規定し，雲少年保護事件の終局決定
として，保護処分決定のほか，審判不開始決定(19条)，児童福祉接関送致
決定(18条1駁・ 23条i須)，不処分決定 (23条2写U，検察官送致決定 (20条・
23条1項)を規定している。また，豆:審判不開始決定と不処分決定において
は，形式的な判断から結論が導かれる場合(議判条件の不存在なりと実体的
な判断にもとづいて結論づけられる場合とが註別され，後者はさらに， #l:o行
を盟由とするものと要保護性なし喜子理由とするものとに区別さ
れる。このような少年法に特有の構造から，文理解釈としては一義的な 46条
について，少年率N二における一事不再理効の問題は，複雑な様拐を呈するも
のとならざるをケえないっ
すなわち，工jとの隠係では，触法少年と虞担少年にも 46条の適用ないし
は準用が認められるか，まとの関{系では，保護処分決定以外の家裁の務局決
定にも 46条の適用・準用が認められるか，との関係では，審判不調始と
不処分という現出の違いによって 46条の適用・ i初日の可否や範回が左右さ
れるか， といった論点がもたらされることになる。また，特{こ容との関係
で生じる論点は，保護処分決定以外の形で終局した犯罪事実について，行為
3 
者が成人した後に改めて刑事事件として訴追できるか， という形で深刻な間
~ I/: るものである。さらには， 46条の法的性質を?とのように捉える
かについても議論がありうる c もっとも，これらの論点について，実務も
も， 46条の厳格な文理解釈で一律に解決すべきものとまではしておら
ず，何らかの形で 46条の趣旨をできるだけ実現しようとする点では基本的
な一致が見られる。
以下，従来の裁判例および学説の対誌を手がかりとしながら，これらの論
点、について検討していくことにする。
;王
1) JflH長訴訟における…等不沼環の本俗的な研究としては‘限富裕 5一本不再現の!21
民日(有斐i品]， 19i8 {手)， 1':1)良tfi弓 5…喜河、将Jfilの研究(EI本評論詰_， 1ヲ86l'ド〉
が‘依然として有f誌である
わ たとえば，只木誠符停委主品告の研究 Ctli訂!;お(成文没‘ 2009;n221 頁以下参照C
3) なお， eE{'f二送致主義によって (41条・ 42条)家底抜判所:ニ係属した少年係議事件
であっても予言話交または君子、げにもとついて刑事処分HI当として検察官:こ逆送され
(20条)，刑事訴訟手続において然界または刑事処分を言い渡した'!lji:Jとが滋主主した場
会については，定;:?去 39条およびIfUi!fFi去33i条{こもとづく…等不pj理の!京別が当然に
妥当する。
4) J犯行の 46条:ふ 2000年の少年法改正(平成 12{F法律 142号)にwって改正され
たものである一以下， 2000:(1'改正前のめ条ミ子治す場合{こは，九日 46条j と表記し，
JJljj:の 46 条ミヲ示す均{t ，ニ{之、 fJ~f子 46 :;決jまたは 146条j と表記する
口 調布駅南口事件までの裁判例と学説の対!志
(1) 問題が顕在化するまでの学説と実務
1 1922年に成立した旧少年法(大iEl1:(f法律-!2サ)は，その 63条本文に
おいて， r第4条ノ処分テ受ケタノレ少年ニ対シテハ審判テ経タノレ事{'j:又ノ、之
ヨリ!経キ刑ニ該jレヘキ事fLj二ニシテ悠分前ニ38シタノレモノニ付刑事訴追デ矯ス
コトテ得スj と規定していたc また，同法4条は，保護処分としてllJiI
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誠，学校長言1誠，答者語誓約，を条件付保護者引渡，安保護団体等委
託，を少年保護可能察，生感化院送致，玄;矯正読送致，@痛i箆送致・委
託を規定していた。したがって， 1日法においては，現行法の保護処分に引き
継がれているi接続的な潜醤 (:0:'[れだけではなし一時的な指導措寵 (G)乏妥
玄亘ゑ)についても，刑事訴追遮断効が認められていたことになる。また，
63条の文言から鳴らかなように，審判を経ない事件についてさえ，保護処
分の可能i主主ァ根拠として刑事訴追が禁じられていた。このような!日法の態度
は，刑事訴訟における一事不再理の原部そのものを認めたものではないが，
少年i去における保護処分の と効力を根拠として，刑事訴訟における
不:得理の原則合準用するものであったと説明されている5ししたがって，こ
れに違反してなされた起訴について{ま， 1日前訴法 363条 l項を準用して免訴
の判決そすべきものとされていたのである
!日少年法から現行少年法への改正過程ーにおいては，不処分決定の場合にも
再若手判・刑事訴追遮i続効を認めるかのように読みうる規定(j司法省保護言葉立法
郊による少年法第三改正主主導ミ78条[19481j" 1 }'J20日けが提案されたこともあった
ようであるが， GHQのノレイス博士から提示された f少年裁判所の示唆案j
(1ヲ48王手2月6日〉の強い影響のもとで，さしたる議論もなしにIE46条の規定
内容に決着したものとされている
2 現行少年法の制定夜後から， 1日46条の性震については，いわゆる独自
効説と一事不再理効説~南極として，双方の要詰に言及する立場が主張され
ており，必ずしも見解は…致していなかった。
独自効説は，怨分の対象となる少年に安心惑を与えることによって更生な
留るという教育的見地とともに，法的安定性会根拠とするものであり 8)，
高裁家底局の見解でもあった9)コこれは，現行少年法の成立註後に有力で
あった，少年審判の対象として要保護性守重視する仔為者主義的な立場から
主張されたものである。地方，少年審判の対象として非仔事実を重視する行
{ふ二重の危険の回避や既'I'Uカ~根拠として，刑事訴訟にお
げる に準じる効力そのものを認めるものであった削c これらに
コ
対して，両者の折衷的な立場は，教育的な独自効と一事不再理類似の効力の
いずれかで!日 46条の法的性質を一義的lこ説明することは適切でないとし
て，…苦手不:再理効説的な発想を前提としながら，少年法の特性との関{系で教
育的独自効が認められるとしていた11)。
もっとも，いず、れの立場によっても， 1日46条をめぐる論点に論理必然的
な結論が導かれるというわけではなかった。当然の内容を規定した在意的規
定として!日 46条な捉えれば， 1日46条は，触法少年と虞犯少年への適用も当
然にありうるということになるし，保護処分決定以外の終局決定にも適用が
認められることになる。他方，犯罪少年の保護処分にi寝るものとして!日 46
条を捉えるにしても，少年法の構造や特徴に着諒すれば，触法少年・虞犯少
年，保護処分決定以外の終局決定に!日 46条を f準用するj余地は残されて
いるからであるこただ，教育的見地からの独自効を強識する立場が， 1どの
範密にその効果を認めるかは正に立法の自由であるj とする 12)点、は，広〈
類推適用を認めるための根拠としての言及ではあるとしても，不安定な運用
につながりかねないものであった乞これらの点からもうかがわれるように，
!日必条の法的性質は，一事不再理効と無関係に理解することはできないも
のであったと思われる c
3 こうした状況のもとで，実務においては， 1日46条のいう f審判を経た
司王子1:の範囲jが問題になっていた程度で13)， ヒ述した論点は必ず、しも顕在
化するものではなかったとされている。それは，家裁内部での適切な取り扱
い(持議将の滋合)と検察官の抑制約な対応(忘れ後約訴追の場合)という， 1常識
の是認する慣行jによって，問題が顕在化する苦手併がなかったからだと
れるw。また，不処分決定に対する IB46条の刑事訴追遮l切効を一般論とし
て否定した下級審判例においても， 1-1王不処分決定ありたる事件について
は検察官において起訴し刑事処分を要求するが如き挙に出ずることはないj
として，当時の実務の慣行に期待する態度が示されていた(東京!?心不Jl:i有133
iF 5 J7日来高刑略報9巻5J~. 129 1'[) 15)。 しかし， このような実務慣行に支えら
れた問題の潜在住は，昭和 40年の大法廷判決の事案において大きなさま変
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わりを見せ，問題が…気に顕在{とすることになった。
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5) 森口1砂j*誘致:?日本3立法主主終全UU9大正少年法 (1ご).1(f設11'J:， 199-1年)945主。
なお，森fIl宗… f家居室裁判所と -JjJ不fl}恕… -ili減数大法廷判決をめぐってjシュリ
スト 326J，子(1965年)35:f以下， [支族ヨZ光 2 表選出銭-丹!絞少年法〔第 2)波丸(有
斐|主j，1984 '.ド)390 r:L 
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ア) 浜芥:…犬伝か 5少年JH'Iニの処務(こfMJする実務 l'の誇[1'.j怒…夜認tjlf'f:-t'中心とし
て3可法研究毅f:tj.:-i}48絡 2-~子{司法研修所， 1996"i三)143 ft以下参照3
8) たとえば，今中送信 f少年係議事件における不告::f潔j家波紋半IJfJ叙4巻2号
(沙52{f-) 65 1ミ以下，入江主{三 f少年保護事件における若干の法律問緩J家庭裁判
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9) 昭和 251['-10月出i夜全国少年係裁判官会同協議における室長庭局第 3â~!長の説明
(家庭裁判資料 16号122Wc 
10) たとえば，柏木千秋 f新少年法被説(改訂事r絞) (立千ぷlFlJi， 1951iド) 188:fL 
小野俊二 f保護処分をした後:こ発党した余苦手の審判による保護処分の実質的変受j
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13) このよ立について，治決昭和 36年9月20日1詩集 15巻8'7チ15011をは， r少年法46
条:こいう?審判-t'経たUJf!引とは，保護処分の対象となった決定書記絞の犯努lJjI尖
のみをとJおし該dEJ.Y害事実以外の若手災を包会するものとは緑ずべきでないj としてい
るc もっとも，決定;:!f(少年後半4授l!iJ36条〉に記まされていない事突ではあって
ふ立手数論において-Y)i(ヨドオミ的 -~II，包話…!lli，科別 1~-m1など)としてをf'徹さ
れる事実は，審判さと経fニヨH'Ij Iこ含まれる。 したがって，少年法との…ヨ千三!ミ符理効
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粟IIllEr少年法tfH6条(こいう?審判を経た事件3のな義JrfflifEi主判所判例解説Jflj
ミ持続問手[j36年度(法問会， 1962 iド)233支以下，沼紛Fff少年法 46条{こいう
祭2刊を経たJH'I二3のx主義J，マ祭研究 34巻8一号ト (1963年)1051'L :i!J:lIf:退 iMHi巴を
めぐる乙 3の|潟怨j家庭絞判月報29巻ng.(19ii年)20 J[， [ヨ]Ii妥ロ森問・前li¥i主
5) 393交以下， I当取祐司務'IJ-t'主主た事件3の2主義JfIlF;ttt綴?少年泣~'F1J例Èîi1!i，i
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;J;'I'IJfr判例終説?刊守下街昭和140.:ド!支 (j公約会会， 1966:f.) 46}'L 狂1'V!;裕~~少年法
条文書1{説(有斐民.J， 1986 if'.) 124 j'i (菊池千Ll 9~L.
15) 1，也プij，明文のi後認規定を泣くことが忽ましいとする定法論として，椀;告1・iruおit
11) 188頁ご
(2) 昭和 40年最高裁大法廷判決と学説の対志
1 I日46条の性質と射程そめぐる問題全表面化させることになった昭和
40年大法廷判決の事案の概要は，次のようなものであった。成人庭部の少
年によるひき逃げの事案について，業務上過失傷害罪と!日道路交通法違反
(銀資義務違反)での事件送致合受けた家珪裁判所は，前者の事実について検
雲寺官送致決定をする一方で，後者の事実については，報告義務会定めた規定
38条 1項に違反することを理由に，非行事実が存在しないとして，
審判不開始決定をした(組JI家決昭和 35f 9汚 22H判例時十五 288号 30l'I)。この
{ふ家窓裁判所が刑語法規の違憲・無効合判断した唯一の事劉であると
われIGl，報告義務違反の処器規定喜子 とする大法廷判決(jf
:1' 5 J2 U ifJ集 16巻 5¥} 495 1'0 の2年前に家裁で違窓判断がなされた点に特
提出が見られる。検祭官は，少年が成人するのを待って，検察官送致決定の
なされた業務 1-過失傷害罪と非行事実なしとむれた報告義務違反の事実とを
併せて公訴を詫起した。
第一審は，一事不:再理の趣詩からこれを免訴とし(lI!lJlI治判flfHl137 {l' 1 n 11 
E])，控訴審でも第一審の判断が維持された(礼総肉、j'ljlfj者J37 "ド 8I'J 21日出f続
日巻6号 4731'{)c 検察官の 1-告を受けた最高裁は，少年法における事実とま
たは法律!二の判断は少年法に特有の目的達成のためになされるものであり，
f関じく事実又は法律に関する'1'1][訴であっても，璃事訴訟において，対審公
|摘の原則の下に，当事者が攻撃防諜守尽くし，厳格な証拠器全経た上でう別
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号ij権の存否を決定するためになされる事実認定又は法律判l1{rとは，その手続
を異にするJから， I審判不開始の決定が事案の罪とならないことを理由と
するものであっても，これを刑事訴訟における無罪の判決と問視すべきでは
なしこれに対する不線中立の方法がないからといって，その特i折に刑事訴
訟におけるいわゆる既判力が生ずることはないものといわなければならな
しづとした(最大将昭和 40王子4月28日別条 19巻 3号240]':1入これによって，
体的な'lUI祈念経たうえで審判不陣始決定がなされた事件については，
じ再審判・刑事訴追遮新効のないことが明らかにされたのである。
また，大法廷は， I日46条の法的性資についても， I保護処分が身体の自由
喜子制約する場合がある点において刑罰類似の性弦念有することや，対象と
なった犯罪事実が特定されていること等を考慮して特別に設けられた規定で
あって，…殺に少年法ーとの終局処分が刑事訴訟における読料力を生ずべきこ
とをァ当然の前提とし，守主{こ注意的に起訴，付審判の禁止を規定した趣旨のも
のとは解されないコすなわち，少年法46条は， I司法24
なされた場合にかぎり適用される視定であって，その他の少年法上の処分{こ
も同様の効力があると解する線拠にはなりえないj としたc
本判決{こは，爽野健一裁判官のrli足意見のほか， UI出作之助裁判官，柏原
語六裁判官，問中ニ郎裁将官の各反対意見がfせされていた。特に，それぞれ
の反対意見{ふ審判不開始決定に再審判・別事訴追巡鵠効を認めるための解
釈論との担設1に詳絡に るもので， その後の学言誌にブミき える
ものであった。
2 この大法定判決の射寝は，実体的判断1:'経た犯罪少年の審判不開始決
に及ぶだけのものでしかないしかし，それにもかかわらず，それは，
li来設込分がなされたj触法少年と虞犯少年についてもIEI46条の準用(再送致
ないしlf}'Jfi判を遮Ifrする効泉主主認めること)を否定するものではないと思われる。
「保護娃分が身体の自由を制約する場合がある点において刑罰類似の性質を
有することjに着目する以とは，犯罪少年と触法少年・髭d8少年との間に何
らの区間もないからである。触法少年・議1s少年への!日 46条の準用は，実務
守
においても確立しているし(仙台家決昭和 595!o i n 11日家庭数料月報37巻4号68
n， ，.よねr:可決平成 10iF 2 fJ17日家庭主主判凡絞50巻7号 128l'を，東京r~可決平成 II ijo 9 J=  
守EI家庭}&'I'I]月毅52巻2号 1i21主)，多くの学説の認めるところでもあるた
だ，突が特定されていることJについては，虞j巴事件との関係では，触
法事件の場合と異なり，再送致・再審判の遮i折効が及ぶ虞犯事実の範毘'eど
のように特定するかに大きな困難がある。これについて，突務では，少年審
判規出 36条の準用による具体的な特定を要請することで-);f)の解決が図ら
れている(大奴高決昭和均年 10月7fヨ家庭裁判月報 28巻 6L子133頁，福|品j潟決平成
12今o11月8日家庭主主将月報53巻 4号 72頁)19)。
他方，審判条件の欠強や少年が所在不明になった場合のように，実体的な
判断を経ずに審判不開始決定・不処分決定で終局せざるをえなかった事案に
ついては，再審判・刑事訴追遮断効を認めないとする点、についても争いがな
いc このような場合には，同一事件営改めて送致・審判・起訴しでも， (元)
少年に不利援が生じることはないからである。少年保護事件において再起の
扱いが認められているのも(東京高決昭和 46年6月訪日家庭芸文字IJFl報 24巻 2号
143封入このような理由によるつまた，年齢詐称等による場合を念頭に置い
て， 27条の 2第 1項による保護処分の取消しが確定した事件について再審
判・刑事訴追遮ly[f効が明示的に否定されているのも (1日46条Imm，(元)少年
に実質的な不利益が生じることがないからである。
3 大法廷判決当時の学説は， I日46条の法的性格について，保護処分のな
された犯罪少年の事作二に一事不再理効を認めたものとする点で，すでに広い
一致が見られていたお)この点では，年:説ふ大法廷判決と同じ前提に立っ
ていたと言ってよい。ただ，大法廷判決と根本的に異なっていたのは，ほと
んどの学説が，反対意見を書いた裁判官と同じように，解釈論として，実体
的判i析をナ経た審判不開始決定・不処分決定に再審判・刑事訴追遮i折効を認め
ようとしていた点である。したがって，学説における論点は，実体的判断を
経た審判不開始決定または不処分決定がなされた事実について， どのような
根拠にもとづいて再審判と刑事訴追を遮期する効力を認めることができる
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か，という点に集約されるものであったc そのアプローチとしては， I日46条
の適用ないしは準用(一本不lf:f!ll綴似の効果)を認めるものと，一挙不再理効
とは無関係に再審判・刑事訴追遮i折効<e認めるものとが見られた。また，す
べての事案に再審判・刑事訴追ぞ否定するのか，何らかの事情がある場合に
はそれらを許容するのかについても，異なった理解がありえたc
なお，大法廷'lUt:*とが実体的判断を経た審判不開始決定の事案についての判
示であり，その射寝も限られているのに対して，学説の議論は，実体的判断
念経た不処分決定をも取り込んだものになっていたことに注意を要する。そ
の背崇には，家庭裁4'U所の教育的・司法的関与ーが不処分の場合よりも弱い審
判不開始決定に一事不再現効が認められるのであれば，家箆裁判所のより強
い関与が認められる不処分決定には当然に…苦手不再理効が認められるはず、
だ， という認識の存在をうかがうことができる
一事不再理(類似〉の効力を理由とするアブローチは，少年保護若手間二手続
と刑事訴訟手続との類似性や再審判・璃事訴追に伴うニ重の危険の実現など
を根拠として， I日46条の 話は当然に保護処分以外の実体的な終局
決定{こ及ぶ (1臼46条のiy芝府を認める)とするものであった22)。このような現解
は， I日46条合注意的な規定であるとする捉え方に馴染むものであり，
によっては再審判・部事訴追を認めてよいとする運用ぞ一律に否定するもの
となる。他方，…事不再理(類似)の効力を環出としないアプローチは， そ
の根拠との関係で，いくつかの異なる見解が主張されていた。なかでも有力
な立場は，既半日カ説と呼ばれるもので，憲法上の一挙不再理的効力とは異な
る裁4'U…般の確定カ(既判力)を根拠とするものであったおしまた，それ以
外にも，行政行為の公定力に類似した効力な根拠とする肯定力説24)，家裁
の手続選別機能の尊重を根拠とする見解剖，などが見られた。ただ， これ
らは，一事不再理(郎以)効な根拠とするアプローチと異なり，再審判・刑
事訴追遮i折効~必ずしも一律に認めるものではなし一定の事情のもとにそ
れらそ許容しうる内容のものでありうる
実体的判断念経た審判不開始決定・不娃分決定に再審判・刑事訴追遮i訴効
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ミナ認める解釈諭は，昭和 40年大法廷判決の事案をめぐる議論において，ほ
ば出尽くしていたと言ってよい。その後の学説は，後に見るように， l)、との
ような解釈論会さらに補強する形で展開されていくことになるつ
4 もっとも，大法廷判決においても，同一事件について何らの制約もな
しに成人後の起訴を認めることの実質的な不都合は明らかに自覚されてお
り‘[検察官に対L，家濯裁判所が少年事件についてした要保護性の仔否に
関する判断を十分考慮した上適切妥当な裁量をするように期待すべきであ
るj として，実務の適切な運用への期待が表明されていた。その背景には，
違憲判簡を理由として審判不開始決定がなされた大法廷判決の事案におい
て，少年審判への関与を子一律に排除されている検察官としては，成人後の起
訴によって違憲判断を争う以外に方法がなかった， という特殊性が考慮、され
ているように忠われる。学説にも， このような場合に限って成人後の起訴喜子
認めてよいとするものがあるしたがって，このような特殊な事案以外
においては，それまでのような，検察官の良識にもとづいた適切な運用が暗
黙のうちに了解されていたと寄ってよい。
この点は，大法定判決の解説が， r検察官が家裁の処理方法に不線のあま
り，その教育保誌の観点からした判断措置を無規L，ことさらに行為者が成
人に達するのを子持ち構えて公訴を提起するが如き事態があるとすれば，場合
によっては公訴権の浩mとして，公訴の適法性合疑われることにもなりかね
ないc 倹察官の良識を信ずるほかないj としていたところでもあるおG し
かし，大法廷判決およびその解説においても‘成人後の起訴の禁じられる
体的な範屈は必ずしも明らかにされていたわけではない。したがって，
な事実の誤認があると考える場合に成人後の起訴を言!こすということを認めれ
ば，それは，事実じ少年審判では認められていない検察官の不服申立を代
替する機能を果たすものになってしまうこと を了要する c
7主
16) li~尾治也「少年法と ~Ij}不丙慾 最高災Il{j'fl40 J'f-1月 281:1大法廷判決J 法学'
教室〈詰s2納)ジュザスト自IJIlt (1964 fF) 222 T'L 
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li) 商11. f出品浅 14)54交，吉本徹I.l!. r~l'行事実が認められないことを瑛lfl と寸る不
処分決定と)fIJ李総IftJ砧之i匂裁判所判例会予説IfUli¥¥i平成3年度(法iW会， 1守何年)
95 ]ヨ以下{ふ大法廷判決の趣旨が災体的'1'1]1釘を経た不処分決定{こも当然に及ぶかの
ような説籾をしている c これは，大法廷判決の反対意見や学設の多くが審判不!}詩始
決定のぬ王子と不処分決定の滋合とを子同列{ニ総じていることに影響されたものとも思
われる。しかし，大法廷判決{ふ審判不開始決定の場合について判断念しただけの
ものにすぎず，災体的判断念経た不処分淡定を念頭(こ512いているわけではない。
18) たとえば，設問・誌な出i1:13)19]毛潟水力?際犯事{牛と少年法 46条の綴捻透!1jJ
家庭裁判月報38芸会2号(1986年)178交， Mi E8 ~m j'i1 i I~'î ðl.!.事実と一事不湾総効J E8 
宮綴 'riul封i主13)141 :l'L浅沼治 f少年守王子ドにおける…事不符怒j判1苅タイムズ切6
3子 (1999in 374支えよとご{訟;ふi.llt1jをも喜子定ずる兇終として，宮崎界「少年法と
人?初来路機能」家庭菜文学UPJ殺8巻3王子 (1956ff'.)19:1'ふ i主義滋チミ「議1何不開始決定
と ~m/fq写:f!i!J 法律のひろば 18 去さ ï~' (1ザ65年)31:l'L 夜間;給三郎?少年後刊に
おける非行事実認定(緩定)の法機能的Z主義 適正予絞論議によせてj 家庭裁判月
事長25巻 10Yj' (1守i3_{ド)521'[0 
19) なお，詩書ilについては， 1 flh íl予 f 少年f!í~議事{'j'(こ必げるー ヨII主将怒:こ関する該Ill
!選j家庭主主将FJ殺 54去さ 7号 (2002 {ド)13 1ミ以下ささ目立つ
20) このj誌につき，抗議・}流出注 11)188双，平均安治 f審判不1m始決定{こ…lJ不得
理の効力があるか…'-Il?-i干n40:f'. 4汚28日大法廷判ijとの検討jジュリスト 327-V!} 
(1965 if'.)的資奇佐藤.I吉凶注 18)31頁，佐渡{おれお衛門 f少年法務 46条の適JIl
範間についてJ 察学議終 18去さ 10y子(1965ff'.) 21}ミ以ド‘夜間;均三郎 f少年事件
(こ関する家庭i&'I'iJ月?の先議tp，;と保護約ftl'l授の効力 (2)~""'I!lお絞大法廷の事rr判例{こ
主寄せてj竺祭研究 37巻8サ(1966年)641ミ以下. [iJIs1喜ヱ宗主E8・(Jij1;.主5)369:1'L 
紛木・前出注 18)1i7三， !lijE8宏 f議'IJ不開始決定と許可J下手渡効JE8宮綴・ li在
日li'13) 143交など。{也プふ依然として数符(1ヲ後J誌を丞視するむおとして，王子塁手法一
議集代表印院長 f少年保護j2少年法と少年号祭料(大成tLlJ夜干J:，1982年)3241'[1.;1、
下 (主主頭tiT1i)。
21) 漆~ff交滋?少年法入門〔第 41反(手i姿i弘 2008 iド)201 
22) 火石.lij出口:10) 1491"[J以下，平野総一「家庭裁判所。〉後、何不渋j始決定と守二
得王立努祭研究 37巻 10i} (1966手)123 f[以下，校]安';.jj立お注 14)2791"[以下，
289 f以下
23) 王子土器・前i1U主20)67夜以下コ荷主号として， 14ミI:JE汗if3E3さがlJf&とならないことを
耳l!lfとする少年法 19条 l項の主義利不開始決定と…不得怒の効力J判例評議 83'0ト
ド判例終報416ij'， 1965;手) 153 支以下、 iお *g\!-É!~ r少年法務 19条 l.ifiのをき料不開
始決定とミ手JJ'惑の効力j法学新報 73去さ 6'0' (19664) l3i N， }Ij村約「少年法
務 19条 1.fliの議、i毛利対始決定とー苦手不再怒の効力j法学論議 7守巻6号 (1966手〉
13 
1071'L松附iEi' I少年保綾子続と一事不持政の効力…一審判不問始・不処分決定をf
"んがこljZJ:易安治 t~判:迷絞祝賀 n晃代の刑事法学(下H(布愛関， 19ii:tF) 5101'i 
以下、 i~:rn '前出j主13)18]雪。
24) 11:問実 f審判不出始，不処分決定における湾訴遮l続効の理論について………少年審判
における内谷fmliE)Jについての試論j家庭裁判月詩Il8巻 10号(1966年)30頁以
下，横井大三 f少年法 46条の一事不待望i!と後判不開始決iEJ1司 nドi訴裁判例ノート
(.1) (有斐閣，19i2iF) 225支2
25) 森rn宗一・前出注 5)36頁以ドc
26) i'l郷文tf~ :mtMliE泰「少年法第 19条lJsiの議判不開始決定と-:t:jJ不蒋理の効力j
法学研究 40巻 10~・(1967 年) 116 l'仁
27) 問)11.前日ji主14)，
(3) 平成 3年最高裁決定と少年補償法の制定
1 昭和 40年大法短判決以後の実務においては，後述の「調布駅南口
件jに至るまで，実体的'IH訴をナ経て審判不開始決定・不処分決定がなされた
事件について，再訴や成人後の起訴が問題になった事案は見当たらないよう
である 3 他方i，少年保護事件として終局した事案のなかには，審判不開始決
定・不処分決定後に再送致された事件の扱いが問題になったものが散見され
るが，いずれについても再審'IU(ま許されないものとして扱われている。その
ひとつとして，無免許運転の非行事実について，保護的指援をヶ加えたうえで
不処分決定に至った事件が再送致された事案において，家庭裁判所の審判権
が消滅したものとして不処分決定をしたものがある(倒附家決昭和 45fl~ .)月 3
日家庭裁判丹後 2H会10，子 120頁)。また， {答者の非行事実について，保護的措
を加えたうえで審判不開始決定に至った事件が再送致された事案におい
て，再審判による蒸し返しは法的安定性を害する等の腹自から，審判不開始
決定の既判カを根拠として審判不開始決定をしたものが見られる(大阪家決
1I!干146 ir:2 fJ15 EI家!な然、刈月報235{f:10号 109叉)。こうした裁判例の存在や成人
後の起訴事例が見られないことからすれば，実務は，大法廷判決における期
待に添う運用を続けていたと言ってよい。
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また，解釈論として一事不再理(類似)の効力を認めることに法極的な立
場も，立法による一義的な解決が望ましいことまでは認めていた。たとえ
ば，19iO年に法制審議会に諮問された f少年法改正要綱J(諮問 27f:. 1に対
する中間答申(汐77{jりが， r:;ip行事実不存在決定j営不処分決定の一類型と
したうえで一事不再理効合明示するとともに，実体的判l析を経た審判不開始
決定・不処分決定に一事不再理類似、の効力~認める方向で検討する必要のあ
ることに していたのは立法的解決の望ましさをナ示す典型開である
と言ってよい。
2 こうしたなかで，不処分決定の事案に関する平成 3年の最高裁決定が
出されることになった。事業は，業務上過失{話寄と道路交通法違反の被疑事
実で家母裁判所に送致され，非行事実なしによる不処分決定を受けた少年
が，i日間の身柄拘束等を理由として，刑事補損'法{こもとづく補能諮求を子市
し立てたというものである。最高裁は， r刑事補償法 l 条 1 項にいう ~1!限界
の裁判』とは， ，可填及び関係の諸規定から明らかなとおり， JfiJ訴法上の
における無罪の確定裁判をいうところん f非行事実が認められないことを理
院!とするもの(不処分決定z筆者注;であっても，用若手補指法 1条 lJI=fにいう
行限界の裁(こは当たらないと解すべきj とする結論合導くための理由な
いしは前提として， r不処分決定は，ifせ訴法上の手続とは性質を異にする少
年審判の手続における決定である上，右決定ぞ経た事件について，別事訴追
をし，又は家庭裁判所の審判{こ付することな妨げる効力を有しないからj と
明示した(没三小決平成3年 3)J 2ザ[1ifJj袋行巻3珍158F[l。
本決定における争点は，問事補償法 1条 l項との関i系で，実体的判断ぞ経
た不処分決定が f無罪の裁に該当するかどうかということだけであり，
不処分決定に再審'l:iJ・那事訴j邸主新効が認められるかどうかが争点となって
いたわけではない。したがって，後者の論点について一般論を述べる必要は
なかったし，それに笥及した部分は僚論にとどまるものである c また，本決
定が1百平1]40年大法廷判決を引用して不処分決定の再審判・賄事訴追遮樹効
を否定しているのは，すでに言及したように，審判不開始決定{こ~する判例
15 
にすぎない大法廷判決の射程合明らかに逸脱したものである出c しかし，
このような事i者があるにもかかわらず， 1I自和初年大法廷判決と平成3
高裁決定によって実務の立場は篠立された， とする評締が一般に定着してし
まっザn、る
他方，王子成 3年決定の結論は， 27条の 2第 I寝{こ}揺する従来の実務と少
年議償法の成立との関係で，次に見るような閤難
に注意~嬰する
ヒるものであっfここと
3 27条の 2第 1項にもとづく保護処分の取消しは，本来，成人または 14
歳オミi誌の者が年齢喜子詐称して保護処分に付された場合ぞ念頭に買いて3i)，
6次少年法改正(昭和 25年法律鈴引によって新設されたものである。そ
のため， 27条の 2第 1項にもとづいて取り出された保護処分決定について
は， 13 46条の適用宏明示的に否定しても ({j日n，行為者に特段の不利益は
生じることがなかった。しかし，その後， 27条の 2第 1項のいう「審判権
のなかったことjに関して， i非行事実がなかったことを?認めうる明らかな
をァ新たに発見した場合を含むという解釈のもとにJ，1保護処分の決定の
確定したのちに処分の基踏とされた非行事実の不存主が明らかにされた少年
を将米に舟って保護処分から解放する手続全も規定したものとして運開する
取数いがほぼ確立されておりム{このような解釈運用は， i誤って保護処分
にはされた少年;j:数済する手段としてん「 十分支持することができるJとさ
れるに至った(JI~三小ジ刊行和 58 "1' 9 IJ5 U)持集3i巻7η901交じ本決定は，一般
に，少年保護事件について‘刑事訴訟手続における再審に相当する機能47認
めたものだと説明されている その前提には， なしを;.f!Rrおとす
る不処分決定{ふ {こ，璃事訴訟における無罪判決と問視しうるものだ
という発想があると言えよう。その後の最高裁判汐uも(治三小決iI[H日月 ;1'9 J
18 f二I)fIJM~ 38去さりーサ 2805}'I‘ 員三一小;先手Ijx3今， 5JJ8U家!な殺、l'Ij}J~{43 巻りたらsm ，
本決定の基本的な態度喜子踏襲するものとなっている。
他方，非行事実なしを理由とする不処分の場合に 27条の 2第 l項を拡張
解釈しても， 1日46条本文ど前提とする以 tは，それに一事不:同1虫類似の効
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力喜子認めることはできない。このため， 27条の 2第 1項との関係では少年
に有利に機能する不処分決定が， 1日46条との関係では，依然として再審
判・刑事訴追遮断効を認めない方向(少年に不利主主)に機能することになって
いる。ここには，非行なし不処分決定の機能に明らかな不整合が見られ，少
年j去の態度としても…貫しないものがあると言わなければならない。非行な
し不処分決定が刑事訴訟における無罪判決と突貿的に問視しうるのであれ
ば，それに一事不再開{類似)の効力を認めることは解釈論としても説
得的であろう c この意味で，少なくとも非行事実なし不処分については，
事不再理効を明示する立法的手当が必要であるように思われる
4 王子成 3年決定における坂上夫裁判官'と密部逸夫裁判官の補足意見の
もあって， 1992年には f少年の保護事{牛{こ探る に関する法律J(い
わゆる少年補佼法)が制定され(平成 4:Eド法律8-Hサ)，少年保護事{牛において
も，刑事訴訟における f刑事補償法J(昭和 25!r手法律 1¥y)と陪様の観点か
ら，身体の告白の拘束を理由とする国家補指輯疫が実現することになった。
同法{ふ非行事実なしを理由とする審判不開始決定・不娃分決定を受けた少
年についても，当然に適用されるものになっている口条)。また，補償の返
還の鵠疫がないのも，売u事禄j箆法と開様である o ~也方，少年補歯j去の対象と
なる少年についても，悶 46条の文理上，…持不再諜効の適用は認められな
い。このため，少年補設法と IB46条の関係合どのように考えるかが35)，新
たな問題として添上することになったのである。
両者の整合性:'e求める立場は，審判不開始決定・不処分決定{ニー若手不再理
効のあることを前提にしたものとして少年鵠償法を捉え，その制定によって
昭和 40年大法廷判決および平成 3年最高裁決定は実費的に判例としての
を失ったとして，実体的判断を経た審判不開始決定・不処分決定にIB46 
条の適用ないしは準用合認める36)。他方，少年補償法の立法趣旨引を強識
する立場からは，少年補讃法は一挙不再理効を前提として成立したものでは
なしその制定は少年事件に一事不再理{類似)効を認める論;廷にはなりえ
ないとする c 後者の立場は，前提となる理論的向題の解決や体系的整合性{:
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にする立法であったことを自認するとともに，検察官の抑制約な実務へ
の期待=を前提とするものである制。しかし， このような期待と検察官への
{言頼は，少年補償法制定誼後に発生した f調布駅南‘口事件jにおいて完全に
哀切られることになってしまったっ
;~主
28) 家庭局 f法制議議会少年法部会議議状況j 家!庭裁‘I'IJ月卒IUi去さ7Jjチ(19i5年)li8 
笈以下c さらに， LIJEJW 少年率('Iニと一本不再現j'IIJ例タイムズ 25ヲ干子 (19il，<r)
73資， 1mヨ綴.n有tl:¥i主14)157頁(政治1悠二)，お田72;f司、処分決定と…本不{f}翌日
主力JE'Iさ編.fiHl¥i1 13) 145 J交。
29) なお，荒木flJt'1長i 不処分決定と熊本有Iif1!の安否j行察研究 62巻 6号(1991i:f) 
261室、斉藤j部会 r~l，行事災の不存在と少年への補償j 問 5少年ìt研究 l 適正予統と
誤判欽iJむ (1求文金， 1997 '.ド) 199 l'fi1 (8L 
30) すことえば，閃 ~0;裕ロ際瀬健二編 nì:釈少年法 Ctt13n反リ(脊斐I弘 2009 ;手)448 
lをti、下。
31) 長潟放'1lJiYr事務総局家庭局 f少年法および少年寄判波則改正過程j家庭裁判月報
5之さ日号 (1953今:)ll8頁。
32) 芥1:1長選 f少年法 27条の 2m 1項による{系議処分取消の時刻j刊訂合i主主判所特例
題字説刑事院昭和 59il:皮j(法初会， 1守88年)376 l'f，コlziS.AJ r少年法 27誌の 2tr~ 
1 Jfi!こいうけ三人:ニ対し若手'I'IJ燦のなかったこと…一公認め得るl明らかな資料を続た
:こ発見したとき3のな義ほかj出幻;五裁判所判例解説刑事総昭和 58年度J(法務会，
1987 "'j三)230交， Jp斐f子犬ほか Z少年;友会手の ~rý[)を己主lEする法律及び少年審判規HIJ
YJiの-1¥1ば了改正する製郊の解説{新法解説議;!FliJ (法開会， 2002 :q:) 168賞。
33) 所務官討会 f少年後判手続と二忽の危険の;禁止 Ij言・前出注目)234真。
34) たとえば， lìíj 盟Jf了三 f 司法福祉論と少年法j 加藤準 ÉÍÍ ほか綴幸~:司法誠 {Jl: の然
点j (ミネノレヴァ:書房， 1ザ例年)2 9 }~L fl~j[ i:告f.f:袋二「少年保護手続における…事不符
援の効力 不処分決定，審判不開始決定ー成，j[!.)JIf'I:を，，ト心としてJtL教法学49-1~' 
(19981F) 200頁以下
35) この関係について，斉藤・前出注 33)2391r[は， f[;li家主主jU、の分裂であり，著しく
妥当性を欠く j ものとしている G
36) たとえば，多田元 f認布駅南i二1袋容工jI{'I:の怠1Mミするものj 自rlと庇談 46宅金 l勾
(1995年)98頁，荒子大f!jl'lti 不処分決定と-[jJ不得耳Hの効力J，'i教法学42¥'} (1995 
均三)1281'L 
37) 佐久1m議談 f少年の保護事件に{系る補償(こ関するj去律の解説 1:去¥l.tlH寺報44さ11
サ (1ザ92{ド)231守頁以下参!被。
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38) たとえば，依久間遠放 f少年補償ftlj[交の施行についてJ将例タイムズ812王子(1993
年)321'1， Ilを;潔 'liH:li主 34)184 leleさらに， ED1:主・前出注 14)2811'L 
II 謂布駅南口 と2000年の少年法改正
(1) 調布駅南口事件判決と学説の対!志
1 諮布訳i苓IJ事件の事案と経緯の概要{ふ次のようなものであった3針。
1993 3月 1Elの深夜， 5人の者が議布駅南口駅前路上で複数の若者~
され，被2害者のひとりが全治 3遊間を要する髄害を皇ったc 事件発生の 2カ
月後{こ， s少年の自在にもとづいて， sのほか， K， M， 1， C， H， Tの6
人の少年が逮捕され，東京家裁八王子支部に送致された。主義判においては，
S以外の少年は事件との関わりをナ強く否定したが，非行事実なしの不処分決
となった H0除いて，全員に保護処分決定がなされた。その内容は， s 
に対して試験観察(紛議委託)を経た保護観察処分決定， KおよびIに対して
や等少年院送致決定， MおよびC，Tに対して中等少年院送致(ー絞銭関)
決定であった(それぞれの少年は悩別淡潔で扱われたために裁判官と決定i二!は問ー でな
いものがある)c これに対して， sおよび日を除く全員が，無突を主張して高
等裁判所に抗告したコなお，少年法の拭告には処分の執行を停止する効力が
ないことから(34条本文入少年段送致決定を受けた5人はそれぞれ少年続に
収容され，保護込分を執行されることになった。
抗告審の東京高裁は， sや目撃者等の尋問を含めて集中苦手壊を行ったうえ
で，非行事実を認定した箆決定には事実誤認のあiE~、があるとして，原決定を
取り消し，事件を家庭裁判所八王子支部に援し戻したっこれにともなって，
5人の少年は少年続から釈放されたc 荒民審では，捜査機関に補充捜査のた
めの時間が与えられ，竺察による補充捜査が行われた。その結果，すでに成
人していたT(こ年超検送決定がなされたほか， まだ少年であった 4人につ
いては，五ノiが非行事実なしの不処分決定(後{こ{議定して少年長lit授の対象になって
1争
いる)合受ける一方で， fくおよび 1，Cが刑事処分担当の検送決定合受け
た。家殺からの送致を受けた東京地検八王子支部は，送致されたT，K， 1， 
Cだけでなく，不処分決定{f受tt，こ M ぞも含めたう人七東京地裁八王子
支部に起訴した。
2 刑事裁判において，弁護慨は，公訴提起の違法性合主張して形式的判
期による免訴ないしは公訴棄却を求めたc 他方，検察ftUは，不処分決定には
刑事訴追遮断効がなく，拭告を機に提起した公訴は不利益禁止にも当たらな
いなどと主張して，実体審理に入ることをア求めた。これに対して，第一審裁
判所は，少年時に起訴されたCについて，在地調べに入らずに結審し，公
訴棄却(刑訴法 338条4号)の判決を言い渡した(東京地八王子支判sy:成?年6符
20 1: 'fIJf)iI]l時報 1536号27頁)c 裁判所は，少年保護事件における保護処分決定に
対する抗告にも刑訴法402条と同様の不利益変更禁止原到の適用があるとし
て，本件の検察官送致決定は少年院送致決定金不利益に変更するものであ
I) ，不利益変更禁止原剖に抵触する違法・無効な措置であるから，検察官送
致による起訴強制の効力に従った本ftl二の公訴提起も違法・無効なものだと考
えたのである c
検察官からの控訴の申立てを受けた控訴審は，少年審判手続にも不利益変
吏禁止原n日の適用があるとした第一審判決の判断を しながらも，検察官
送致決定は家裁の手続 f' の中 lî~的処分にとどまるものであり，その段階にお
いては不純益性を認めることができないから，本件の検察官送致決定には違
法はなし したがってこれをァ受けた本件の公訴提起も有効であるとして，第
一審判決営破棄し，事fL!:を第…審に差し震した(東京尚判平成 8"1: i月5[1，印刷
袋49巻 2~'} 3H nJc 
3 控訴審判決に対して，被告人間が上告したc 上告趣意は，保護処分
よりも不和益でない刑事処分の存在{f認め，少年院送致決定の不利益地分'1宝
を否定したのは，不利益処分変更禁止原則に違反する，立J保護処分決定に
より家裁限りでの審判合受ける権制・利益を保障された被告人を検察官に送
致するミとは，憲法32条に違反する，つま不利主主変更禁止原則違反以外の公
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訴棄却事由の主張に対する判断念遺脱している， 本件の公訴提起は，一
事不再理(二重危険の禁止)を規定した窓訟指条前段後半・後段および少年
法 46条本文に違反する，会約 3カ丹間も少年院に収容された被告人に重ね
て刑事経分そ求めることは，ニ重処罰を禁止する憲法3ヲ条後段に違反す
る， というものに要約することができる。
最高裁は，上告懇意の上告理EIとしての適否には触れることなしそれま
で、の審理経過を摘示したうえで，本{tj二公訴提起をケ違法・無効なものとして控
訴審判決を破楽し，最高裁の判断と結論において一致する第一審判決を維持
すべきものとして，検察官控訴には理由がないとして棄却した(必一小料平成
9 "ド 9FJ 18 1]花祭 51怒8-~子 5nHl。ただ，最高裁判決は， r刑事処分は，少年
にとって，保護処分その地問法の枠内に行ける娃連よりも一絞的，類型的に
不特益なものとしていると解するのが担当であるj としているところから明
らかなように，実質的には，上告趣意のヨ)の主張喜子認めるものであったと
えよう c ここから，本判決は，一般に，少年;去における不利議処分禁止原期
を判示したものとして理解されている
なお， Cと同じように検送された後に公訴を提起された工 M，K， 1 に
ついては，本判決の後に，検察官'が公訴をナ取り消すに至っているつ
4 従nな，少年事件において不利益変更禁止原到の適否が問題になる
は，少年刑事事件において不定期瑞 (52条)ぞ言い渡された少年が控訴し
て，控訴中に成人した場合， どの翠度の定期刑を言い渡すべきか， というも
のに際られていたc また， こうした卒業について，実務は，中間位説と呼ば
れる立場で決着ぞ見ていた(Ìl~7C'1'1J昭和 25 今: 3月15!l別立H 巻 3 ワー 3351~L 1誌火事j
IllH11 29"1ミl丹羽f=IJflJU18巻lサ411'[，段二小'1'ljl?Hn32 {l~ 9 IJ20 1:1別終日巻9"7チ2353
したがって，本件のような形で不和j益変更禁止原加が問題になるこ
とは，予想外のことであったと詩ってもよいc もっとも，本件の実質的な論
点、は， Cだけではなしに，検察官送致された 5人全員について，
効および二重の抵|換の禁止をどのように考えるかという問題であった点には
~要する c 特{こ，非行事実なしの不娃分決定~受けていたお1 (こ対する
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の!日J;認として議論すべきものであったと言わなければならないむ
ただ，保護処分の執行を受けた後に検察官送致されたCについては，不
利主主変更禁止の問題として議論することができたために，被告人の救済とい
う実質的な観点から本将決の結論が導かれたもののように思われる。した
がって，本判決の射程範囲も， C との巳限関~í係系に限られるものでしカか、ない
本1半判3可i
いう突質的な観点にもとづくものであつたカか、らだと?言雪えよう 4必倹祭官に
よる公訴取j消詰しについても，このような実質的な考患が働いていたのではな
いかとする指摘も見られる山。また，こうした扱いの背景には，不処分決
定の璃事訴追遮l折効の問題lふ昭和40年大法廷判決と平成3年最高裁決定
によって実務上はすでに決着しており，立法論で対処する以外の方向性は残
されていない， という認識をうかがうことができる。
不利主主変更禁止擦問によって救済できた Cを別として，公訴が取り ~fí さ
れた T，sし凡 Iについては，検察官による公訴の取消しがなかったなら
ば，最高裁はどのような対吃、が可能だったのであろうか。あるいは，少年事
件における一事不再怒・ニ:況の危険禁止について，最高裁の態度が示される
ことになっていた可能性も好定できないc 有力な学説が，本判決の斑接的な
"'e超えて，不再理効ないしはニ重危検禁止の問題として本件な議論
しているのはお江本件の問題の本笠をJIしく認識しているからこそである。
検察官による公訴の取消しは，穿った見方が許されるならば， T， M， K， 1 
の救済よりも，一事不pJlliとニ震のfsf没禁止にi認する最高裁の判断念盟避す
るためのものであったと言うこともできょう。このように，掘布駅南口事件
判決においても，少年事件における一事不再理をめぐる実質的な問題の解決
は，依然として残されたままになったのである G
j主
39) 'Jq'1ーの全体像とiÌ6û}~{ につ L、ては，斉藤主主治 f溺;(1，1;前事行二と少年可法 東京家裁
ヲヲ
町向
八 E]土支部の設促審決定の問題点ふ同「潟;(1絞)IiPJH'1二と少年下司法のゆくえ 東京
少年事i'l'と一三工不得.!!Ilの原則
地裁八王子支部判決の検討ムドUI少年保護JH'I'と不純益変y!:祭1:……潟布絞孤立f{f!，
披露;索、i可決の検討! Ifu・前lii:I2守)207 Ji以-f，2141'[以孔 248ヨ以下，におし
いc さらに，丸山総犬 f少年i司法システムの影ー溺:{fi塁F!潟i二i守j:fj'J人間関係研究tiU
FIJ V'j (20(H i[ミ)49廷以下。
40) f'也β 土手設は，不定期別のね英立の筏過で;ぉl1l釈放の可能性があることや仮釈放に
ついても安携をぷi告とすることから，中IklJu'L説による5il)fJ(こ社t'l目的である。たとえ
ば， L;J務fi光 f不定泌総と不干Ij主主変更の祭I二j別法器t.i:I.;1之さ l号(lヲ501-') 133 fi 
以下， I匂1彩色認可ミ利主主変更祭I1ーのお01日J 総会特例統究JfU'JI訴訟法(li)
(千ヲ受!I弘 1965 iF) 2i7長J;}-f
41) ;也託11 多 'l't~Élg二長r; 保護込分決定が抗告主義でl収今治された滋合において主主i渓し
を受けた淡路絞判所が対談事件全少年j法20条:こより倹祭主r'ニ送致することのlT:;cほ
かJr flï!~lj 主主 'PH労、1'lJ lý~解説刑事総平成 9 '1-'1支(泣ミf子会‘ 2000王n156夏以下。
42) たとえば，尚111?J正「少年係議守王将二における不利後変史実号I[:J特例評論449号
(半IJ例時綴 1564~j-， 1996年)227 rf以下，務野尋之「少年後、i考と不利主主変更禁止!jf
l!日j法学セミナ-504号(1守9651')8]苛J;)， f，小泉怜淡 f少年係議事件と不平日後変
!Ji!災1:おitlせとの関係Ji去の支詑 1()4号 (1守9751')851ef以下，鈴木茂綴 f少年仮設事
件と不利主主変更の禁I:J HlIE~綴. i狩lH?主13)174 le[以下， 111¥紋ft 少年保護手続
と不利主主変更禁止の!氏自立;研修5守5+} (1998 !tro) 15交以下，猪瀬慎一郎 f少年洛判
手絞と不利主主変更禁止の深刻PjZ成 9i[o皮汲姿判的主説j ジュリスト磁1寺lI'lFIJ
1135 i子(19守8iT')195fW、下
43) この関係-e，lili~~:i 及、i可決の解決(1形式j としての法隆i訟の持続iみ) {f妥当だとし
ながら，ミjTri的な判示の切さにある質的なもの3をこそ見なければならないj
とする，科医li1lE 少年途採学科二の欽淡一 ぷJ:{!l奴i十j口事{fJ二における司法の立任とj1
;ill~ 法律終報 70 怒 l 号(1998 {ド)3]之の指摘は，適切なものである c
-14) 111絞総 rLllfJ法学救援 351i} (2009年)116交c
45) たとえば，認~手議之「少年後将 ílilJ皮へのおtljiれ法学セミナ- 4i7 -7子(1994'[O) 6 
夜以下ー (1沢村i六J 少年審判とーヨパミ湾総効 i玄:fllf寺毅67巻 7f} (lヲ95ij三)29 Ff 
1-;1、下，多11.rii.行'lli主36)98 J九斉藤・前tU?，主29)2121芝、 223n， 2261'[.1}、ド， 273 
nc 
(2) 2000年改正による一事不再理の扱いとその評価
1 調布駅南口 の翌年(1998fド)，法務大臣から法秘審議
会に対して，少年審判における事実認定手続の一層の適正化を留るための少
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王手法の早急、な整備をケ内容とする諮問第43号が発出され，少年法改正の動き
が活発fとした。その結果として， 2000年 1月に少年法が改正され，翌年の 4
!=J 1日から路行されている。 2000年改正の内容は多較にわたっているカ146)，
その一環として!日 46条も改正され，現行 46条の規定ぶりになったc 46条
:ふ IB46条二本文と同趣旨の規定を 1項に誼いたうえで，新たに 2項{f設け
て，検察官が審判手続に関与した事件 (22条の 2~ぢ i 項)については今実体的
判断念経た不処分決定(非行なし保護住吉t!jI況や別件保護ゃによるWf栄諮問5なし)に
…事不再理効(湾審判・刑され訴追遮断効)のあることが明示されることになっ
た。また， 1日46条{白書の趣旨が 46条3項本文として規定されるとともに，
その但書において，検察官関与事件で実体的判断にもとづいて保護処分が取
り消された事件については本文の適用がない(1項の一事不再稼効が及ぶ)こと
が明示された。
しかし， 46条に関するこのような改正は，少年事件における一事不存恕
効の問題に正面から応えたものではない九従前の実務の運用を原則的に
引き読まいだうえで，検察官関与事件に限って{郊外的な扱いを認めるものでし
かなかったc
2 従前，この問題の解釈論による解決は関難であるとするで‘立法
的な解決の必要性を主張していた立場においては，少年審判制度の特色が立
法による解決合間んでいるとの指摘が見られたコそれは，少年審判が職権主
義的寝間構造のものであり， したがって審判への検察官関与がなし検察官
の不服申立が認められないこと，付添人関与が限定されていること，裁判官
の単独関与とされ， しかも逆送決定以外では判事補の単独関与で足りるこ
と，不処分決定等には少年ftUの抗告も事後の京消しも認められないこと，
審判不開始決定・不処分決定には理由の記載が要求されず，審判対象となる
事実の範毘や特定など実体判到の有無念確認する剥度的保障がないことな
ど48)，刑事訴訟における終局裁判と詞様の効力を付与するのに相当な手続
と実質が縞わっていると評価できないことに起医していた。他方， 2000年
改正によって，事実認定への検察官関与が認められるとともに，検察官関与
2-1 
少年事件と一事不fiJ巡の原則
決定事件について(国選)付添人が必要的とされ(22条の 3J，検察官に抗告受
理の申立てが認められたの2条のりことから，実体的判断念経た不処分決
定に一挙不再理効果をは与するための立法上の障害が捻かれることになっ
た。このため， 46条のような対応が可能になったものだとの説明がされて
し、る
こうした事情から‘ 46条の性質は，依然として，政築的特urにもとづく
特JIjな規定として部設されたものと捉える状況は解消されないままになって
いる刻。また， それだけでなく，検察官関与事{牛以外の事件(少年保護Zf}{!:トの
ほとんど)ふ実体的判断を経た審判不開始決定については，実費的な
は解決されないままに残されている特に，調布駅南口事件の事案は，
あるにもかかわらず，検察官関与決定の対象とならなし
れたものであるから， 2000年己主jH支の必条を前提としても
不存理効が認められるものではない。その意味では，家庭裁特所の
に疑問を持った検察官が成人後に刑事訴追することによって，事実誤認、合理
由とする不服申立に担当する運用を求める可能性も，依然として排斥されて
はいないのである。 2000年改正は，かえって，ほ計五駅事件のような……こ
とが記きる可能性を法律j二は否定できないことj却を正面から明らかにして
しまったという{問題合持っている。このような状況のもとでは， I検察官に
し家庭裁判所の判断念十分考癒して適切妥当な裁設をするように求めたJI昭
和40年大法廷判決の f趨告が常に想起されるべきであろう j と言う日だけ
で足りるとは怒われないc 文理解釈による 46条の適用が倒難(不可能)であ
るにしても，実費論を前提とする 46条の準用を認める方向が追求されるべ
きである。
j主
46) 呉体的な内容の詳者Iについては， Lli斐ほか・Il百IH注 32)参照。
47) j去ilU洛議会少年法務会第 78沼会議 (1998irゐ 11FJ 30 11)議事録為、よび588むi司会
([弓 12n 11 EI)議事録参lI.'なっ
48) たとえば， 111:1'前LBi主28)4551'， 主主的・誌なIli:i:13) 181~ふ if:升ー ばか.ljI 1.1.¥ i: 
i) 355]'[， /鉛領 'li立tllaJ1) 204玄以下。
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49) '11斐ほか・ fIiHlW:32) 213 n以 i さらに，北村吉If抗手'[， --'jI不flJ.i!¥¥効，保終
込う)'0)1収;均し;成瀬健二編集代表了少fPJJf'I:iR 'tli '1可決 50ill (交花;iW)}， 2010 i[:) 
2.JI r以下c
50) 他方， "'1'箆克彦「不処分決定とそJ~不fl}J!!lがI)J 斉族主主治コ守綴克彦総務，.少年法
の，iョ:;むと展望第 1巻(成文:~i~; ， 2005 {F) 148廷は， 1[1 46条の議論のE豆長 1:でー
;改正法も.検祭官がfil与した鳴子干を.-念のために規定したと読むことは不可能ではな
いて、あろう」とする
51) )uUlJif犬 5少年法講義(成文堂， 2010 ir') 267 FL 
52) 勺ご滋・ IおIHi:50) 14i :Fi乙
53) IlJ地.I猪口;注 19)12夜c
むすびに代えて
1 以 1:，実体的判断を経た審判不開始決定・不処分決定を中心として，
少年保護事件の終局決定lこ一挙不再理効またはそれと類似の効力(同怒判・
刑事訴追jillfr効)を認めることができるか， というi問題を検討してきた。この
問題{ふ昭和 40年の大法廷判決の事案と調布駅南仁i事件判決の事案から明
らかなように，審判不開始決定ないしは不処分決定によって少年保護事件が
した後，少年が成人するのを了待って向ーの犯罪事実で刑事訴追すること
のW!:JI:との関係で，特に深刻なものとして表雨化するものであった。もっと
ふ実務および学説のいずれにおいても，無i#U約的に刑事訴追を了認めてよい
とするような立場イま存在せず，持らかの形で刑事訴追遮街効そ認めよう(認
めたしづとする結論では一致合見ている。そのような実務と学説のな場は， 3 
つのものに大関される。 以下，すでに見てきたところをナまとめる形で，若干
の指摘をしておくことにする。
2 実務と一部の学説は，少年保護事件手続と刑事訴訟手続との違いを前
提として， 46条の文理解釈をナ重認するところから，犯罪少年におIする保護
処分決定と倹祭宮関与事件の不処分決定にiむって，家庭裁判所の終局決定に
一事不再理効公認めるものである。それによれば， これら以外の家裁の終局
決定には一事不再思効は認められず， したがって刑事訴追遮断効も認められ
26 
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ないことになる。こうした理解{ふ解釈論として最も素誼なものだと言うこ
とができる。他方，不適切な情事訴追の剖避は，昭和 40年大法廷判決に典
型的{こ見られるように，検察官の部制約な運用という，不安定で不離かなも
のに委ねざるをえないc また，解釈論としては，より一般的な公訴権設用論
の主張にとどまることになろう。立法による解決も期待されてはいるもの
の，少年保護事件手続と刑事訴訟手続との違いを重読するところからは，
2000年改正による 46条の内容がせいぜいだということになる。この立場に
よる恕i 成人後の刑事訴追が，家裁の事実認定に対する見陵しのために利
用される可能性を否定することができないc
こうした見解の対績に， (1日)46条の解釈として，実体的'IJ留にもとづく
審判不開始決定・不処分決定に正面から一事不再理交IJを認める立場が見られ
るつこれは，少年{料金事件手続と剤事訴訟手続との類似性(二ぷの危i没に約す
可能性) (こ着目するところから，当然の内務を開示した注意的な規定として
( I日)46条を捉えるものである。これによれば，不適切な刑事訴追の可能性
は確実に剖避することができるし家裁の事実認定の見直しを:'l=j的とするよ
うな刑事訴追も排諒することができる。地方，不開始決定・不処分決定{こ…
事不再理効を認める立法が技術的に間難でないことからすれば，限定的な内
容を明示している(I日 46条そ注意的な規定と見る前提そのものが説得力L
欠ける。特に， 2000:fF改正による 46条の規定ぶりは，注意的な規定とする
を明らかに否定するものと言わざるを了えない 2
3 こうした立場の rl~ 潤に， 46条または刑訴法 33i条 H子.338条 1号の
によって璃事訴追遮銭r効公認めるべきだとする見解が昆られる c その論
理詰成と根拠は，昭和 40年大法廷判決をめぐって麗i揺された議論に昆られ
るように，必ずしも一様ではない。ただ，一事不再理効を正面から認める立
と伺f誌に，少年保護事件手続と刑事訴訟手続との類似性を重視する j誌では
ー故に共通性が見られるつ
少年保護事件手続と刑事訴訟手続のi習には，職権主義的構造と対審構造ーと
いう基本的な謡選にもとづいて，顕著な違いが見られる場面が多い。その
2i 
では，家裁の終局決定のすべてに一事不再理効会認める実質が俄わっていな
いとする一事不再理効百定説の指摘そのものは説得的であるつしかし，他方
で比 Jfl事責i法の一環として位置づけられる少年保護手続においては，少年
が刑事訴訟手続に援する危険にfl問されることも，事実として否定できないむ
その怠味では，家裁の終局決定で決着合見た泰子|二を改めてJflJ事訴追すること
は， (元)少年守二重の危険に隅すことになる c また，少年保護事件手続は，
職権主義的審判構造会基礎にしているとは言っても，家庭裁判所の事実認定
への{言較を当然の前提として構成されているはずのものである c 少年審判を
対審構造に近づけることは，家裁の終結決定に刑事訴迫j壁新効を認めるため
の必然的な条件ではないと思われる。一事不:河湾i効そのものを認めることは
できないとしても，このような実質に着討すれば，一事不碍理効に類する刑
事訴追遮断効合認めることが脊理となるわけではないc
4 もっとも，刑事訴訟手続との額似性{f強調するにしても，審判不開始
決定と不処分決定における実費的特訴の松迷を重摂すれば，両者を区別的に
扱うべきだとする見解もありうる。立法的解決ぞ望ましいとする立場におい
ても， I審判で裁判官が夜接審理念尽くしたうえで行われる不処分とは異な
札不開始には一事不阿波i全付与するだけの審埋の実費は通常認め難いj と
し;容判{fI~M いて審理を尽くして事実認定を行った決定に対しての
不可耳目効を付与すべき実質があるj とする指摘も見られるたしかに，
審判不開始決定合導く調査過程における事実認定は，害防iによる法的調査に
よるもので，裁判官は非仔事実の存在について蓋然的な心証を形成できれば
足りるとされており， I疑わしきは被告人の利益にjの原則の適用がある審
判開始後の事実認定とは大きく異なっている c この点は，審判不開始決定と
不処分決定とを?区制的(こ扱う根拠となりうるものである c
地方，審判不開始と不込分に探して保護的措還が活用される点では両者に
棺逮はないc また，保護的措置が~I"強制約で教育的・福祉i'l守内容のものであ
るとしても， ある家窓裁判所による爵置がなされている以上，少
年は司法上の危険にflEIiされたと評偏することはできるように忠われる。特
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{こ， I日少年法63条本文が現行法の保護的指援に担当する保護処分の執行に
…事不得理効を明示していたことからすれば，実体的判断にもとづく審判不
開始決定・不処分決定について，関連条文を準局して刑事訴追遮i主有効を認め
るのが望ましいと考える。また，その越旨は，立法によって明示するのがよ
り適切であると思われる。
j主
54) 1M?絞・ riJtJ¥i34) 201 l'L 
*ヰ王者C，i(ふ 2010年度ノtッへ研究奨励金ト八-2(特定研究助成・一役)(こもとづく
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